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【背景と目標】  

 本校は児童数約1,100名、教職員数約80名の市

内随一の大規模小学校です。この数年間、GIGAス

クール構想に向けた取組やコロナ禍でのオンライン

学習対応等を行うなかで、教育活動における急速な

ICT化が進みました。そこで、教育活動のみに留ま

らず、教職員が担う様々な事務処理業務の煩雑さも

ICTを活用して解決していけないかと考えました。

大規模校であるがゆえの処理すべきデータ量の多さ

からICT活用による改善効果が見込まれたことや、

比較的若い世代の教職員が多くICTへの抵抗感が少

なかったことから、学校として業務改善の提案を受

容する雰囲気はあると感じられました。一方で、指

導用タブレットや校務支援システムの導入等、利用

に慣れる間もなく新たなツールがどんどん入ってく

る状況に疲弊している教職員も見受けられました。 

 これらの現状を踏まえて、以下の３点を目標とし

て ICTを活用した業務改善に取り組むことにしまし

た。 

①負担感は最小限に、目に見える効果を得ること。 

②教職員にも保護者にも有益であること。 

③継続可能な運用体制を確立すること。 

上記の目標を達成するために今回の業務改善で

は、市全体で一括導入された保護者連絡用アプリ

「さくら連絡網」（以下、本アプリとする。）を利

用しました。本実践は本アプリが導入された令和３

年度から現在までの取組についてまとめたもので

す。 

【協働・取組】 

 今回利用するICTツールとして本アプリを選択し

た理由としては、以下の点が挙げられます。 

・操作が比較的簡単で、電話による操作サポートも

受けられる。 

・教職員も保護者も共に利用ができるため、汎用性

が高い。 

・市全体で導入されているため継続的な利用が可能

である。 

・学校の管理権限が広く、アカウント管理がしやす

い。 

本校は従来、保護者への連絡のために別のアプリ

を学校独自に使用していましたが、本アプリが市全

体で導入された際に従来のものよりも利便性や操作

性に優れていると感じたため、管理職にそれぞれの

特長や移行するメリット、どのように全体周知し登

録作業を進めるのか等について提案を行いました。

その結果、本アプリへの移行が決定し、調整期間を

経て完全移行することができました。 

さて、業務改善を進めるにあたり、「ICTツール

（本アプリ）利用環境の整備」・「実践」・「運用

体制の構築」の三つのステップが必要であると考え

ました。 

 まず一つ目の「ICTツール利用環境の整備」です

が、これはICTを最大限に活用する上で不可欠で

す。具体的には、アカウントや利用端末の管理、ネ

ットワーク環境の整備などを指します。学校単位で

できることに限りはありますが、私は今回アカウン

トの管理に注力しました。積極的に活用していくた

めには、全員が利用できる環境が望ましいからで

す。教務担当教員と連携し、随時登録状況を確認す

るとともに、未登録や送信不達の保護者には個別に

電話連絡等を行い、登録を促しました。これらの取

組により保護者の登録率100％を達成し、現在も継

続することができています。また、教職員について

もアカウント登録を徹底し、学校から保護者へのお

知らせと、保護者からの欠席連絡の両方を全員が閲

覧できる状況を整えました。 

 次に二つ目のステップとして、具体的な業務改善

の「実践」を行いました。本アプリの主な機能とし

て、利用者間のメッセージ送信、保護者からの欠席

連絡の受付、アンケート集約等があります。それぞ

れの機能と特長を活かして効率化を図れる業務を検

討し、関係の教職員と協力して具体的な実践計画を

立てました。 

＜実践１：出欠状況確認と健康観察の連携＞ 

 本アプリの欠席連絡をより効率的に利用するた

め、他のICTツールを組み合わせながら、集約した

保護者連絡アプリを活用した業務改善 

～ICT ツールを最大限活用できる運用体制の構築～ 
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欠席連絡と教室で担任が行う朝の健康観察、追加の

欠席連絡を総合してデータ共有できる仕組みを作り

上げました。会議等で教職員全体に操作方法の定着

を図ることと、本アプリ上の欠席連絡の選択肢を出

席簿の記載項目と分類をそろえてデータの汎用性を

高めることで、教職員の負担感軽減と事務処理の統

合による効率化を進めました。 

＜実践２：保護者への配布文書の電子化＞ 

 印刷関連のコスト削減と配布作業の負担軽減を目

的に、全世帯対象の配布文書は本アプリより配信へ

と移行しました。電子化を円滑に進めるために、

PTA本部とも連携して保護者理解を得られるよう努

めました。 

＜実践３：保護者向けアンケート＞ 

 紙媒体で集約していた学校アンケートを本アプリ

上で実施し、集計作業を大幅に簡略化しました。 

＜実践４：教職員向けアンケート＞ 

 長期休暇中の動静状況集約を、本アプリのアンケ

ート機能を活用して電子化しました。教職員からの

休暇申請と全体の出勤状況の集約作業の両方を簡略

化することができました。また、管理職と連携し、

これに伴う年休届や勤務記録の管理方法も併せて見

直すことで、事務処理の効率化を図りました。 

 

 各実践と並行して、三つ目のステップである「運

用体制の構築」にも取り組みました。今回の実践に

より効率化が達成できた業務について、今後も継続

できる体制を組織として維持するために必要な事項

について検討しました。まず、アカウント管理を確

実に行えるよう、新入生保護者及び新規採用・異動

職員への登録依頼や年度途中の登録状況確認作業を

教務担当と連携して実施し、例年の業務としての定

着を図りました。また、学校アンケートや出欠確認

のような定例の業務は、担当者が主体となって本ア

プリを使用しながら操作方法を習得できるよう支援

しました。本アプリに関する業務が属人的・一過性

のものにならないよう、事務職員が提案者となり、

実際にその業務を担当する教職員それぞれがアプリ

を日常的に利用する状況を創り出すことを意識して

取り組みました。さらに、ここまでの実践結果をふ

まえて校内の本アプリ運用内規を作成し、教職員全

体でルールを共有しました。 

【成果と課題】 

 今年度１月までに本アプリで配信した保護者向け

文書データ（メッセージのみの配信は除く）は75

通あったため、10か月で約 84,000枚分の印刷コス

トを削減し、学級担任の文書配布作業が約月７～８

枚分削減できたことになります。また、各種調査に

ついて集約作業にかかる事務負担を大幅に軽減する

ことができました。 

 本報告をまとめるにあたり教職員に向けてアンケ

ートを実施したところ、「本アプリの導入により学

校全体の業務が改善されたか」という質問に対し

て、回答の95％が肯定的である結果となりまし

た。また、回答者の８割以上が本アプリをほぼ毎日

利用しており、「操作が難しい」という回答はあり

ませんでした。これらのアンケート結果や各種実践

結果より、当初掲げた３点の目標達成とともに、本

アプリを活用した業務改善は成功したと言えると思

います。特に日常業務に本アプリの利用を定着させ

られたことにより、この実践が一時的なものでなく

今後も継続していける展望が持てた点が大きな成果

であると考えます。ICTに関する管理業務や運用計

画策定等を組織的に継続していける風土づくりが今

後の課題です。 

 さらに本市小中学校教頭会において機会をいただ

き、本校教頭とともに実践報告（別添資料参照）を

行いました。各校の教頭先生より「自校でも参考に

したい」等、前向きなご感想を多く頂きました。 

【教訓】 

近年、ICTツールの選択肢は広がる一方ですが、

学校現場でこれらを最大限活用するために必要なこ

とは、ICTの利用環境整備のための管理業務を定着

させることと、各ツールの特長を理解して業務ごと

に最適なものを柔軟かつ的確に選択できることであ

ると学びました。そしてそれぞれの学校にとって最

適なICTの運用方法を構築できるのは、管理職や教

務担当教員、事務職員など学校運営を主として担う

現場の教職員に他なりません。我々事務職員が率先

してこれらの教職員と連携し、ICT活用のアドバイ

ザー的役割を担うことで、学校全体の業務改善は大

きく進むと考えます。 

本実践を通して得た最大の教訓は、周囲の教職員

との連携や協働が、新たな取組を円滑に進め、より

効果的なものへと導いてくれるということです。

日々の業務で築いた信頼関係が、ICT活用による業

務改善という新たな挑戦への力となり、それがさら

なる信頼関係へとつながっていく、理想的なサイク

ルを本実践で実感することができました。今後は本

実践で得られた学びを、実践報告や研修等を通じて

市内の教職員へも広く共有することで、市全体の業

務改善へと貢献していきたいです。 






